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　　　　　　　　　　　s

角ヶ谷　典　幸

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Abstract

　　　In　an　earher　paper，　1　pointed　out　that　Fisher，　Lindahl，　aRd　Hicks　coRtributed　to　the

formation　of　the　concept　of　econernic　tacorne，　aRd　that　Canning　and　Alexander　coRtributed

to　its　establishment．　Moreover，　although　itot一　generally　asserted，　1　pointed　out　that　two

genealogies　were　born　through　the　process　of　the　development　of　the　economic　income

concept．　One　is　the　Fisher－Cannirtg　genealogy　characte血ed　by　economics－based　monism

（“colonization　of　accounting　by　economics”），　and　the　other　is　the　Hicks－Aiexander

genealbgy　characterized　by　economics　and　accounting－based　dua1ism　（“reconciliation

between　econemic　and　accounting　concept”
j
．

Essentially，　the　former　is　comaected　with　the　service－potentials　concept　（future　economic

benefits　concept）and　si皿gie　evaluation　by（discounted）present　value．　The　latter　is

conltected　with　the　deprival　value　concept　（value　to　the　business　eoncept）　and　multiple

evaluations　that　focus　on　replacement　cost．　Further，　there　are　some　important　differences．

Whlch　is　premised；certainty　or　uncerta血ty，　which　is　intended；stock－based㎞come（single

income）　or　stock　and　fiow－based　income　（dual　income），　and　whether　self－generating

geodwill　is　recognized　on　a　balance　sheet　or　not．

　　This　paper　aims　to　review　the　two　above　genealogies　and　how　they　were　developed　after

the　formation　aRd　establishment　of　the　concept　of　economic　income，　mainly　focusing　on

the　arguments　from　the　1960s　to　the　1980S．　This　paper　is　set　out　in　the　following　way．　First，

that　features　of　the　Fisher－Canning　genealogy　have　beeR　taken　over　by　AAA，　Staubus，

Sprouse＝Moonitz，　Revs血e，　etc．　is　cla血ed．　Then　that　features　of　the　Hicks－Alexander

genealegy　have　been　taken　over　by　Wright，　Barton，　ete．　is　examed．　Further，　that　both

genealogies　were　comb血ed（col血sed　without（hstinguishing）by　Solomons　is　analyzed、

　　Although　this　paper　focuses　on　arguments　made　up　to　the　1980s，　the　econemic　income

concept　has　become　more血tlly　developed　as　present　value　a、ccount血g　after　the　1990s。　Then

in　the　2000s　it　has　been　developed　as　part　of　fair　value　accounting．　Over　a　considerable

period　the　two　genealogies　were　generated，　established　and　developed　separately，　with

each　system　gaming　support　and　respect．　lf　they　are　now　te　be　put　back　together　in　a　single
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vessel，　whige　this　might　be　user－fuendly，　there　wiii　be　a　ioss　of　tkeoreticai　restptcticns．

Tlla慧s，　eco箪。撫。㎞c◎me　a蝿present　v渤覗e　lose　the辻s繍us　as　concepts乏md　become

merely　書oGls　．　Present　vaユue　w聾l　come　downも。　be㎞9　a　measure搬e勤t愈ec養血que　of　fair

value　accountimg，　as　recently　argued．　If　the　scope　of　present　vague　techrriques　is　needlessly

expaRded，　we　face　serious　risk　that　they　wlll　be　rnisused，　as　seeR　receittly．

　Keywords　i

　Eoo賜。捌。勧。耀，　Accozenting　inco7ne，　DeLfZnitions（）f　4sse彦8α％d五¢α翻伽θ3，

　Mectsurenmat　AttTibzttes，　Concept　oflcucome，　Gooelzvill

　経済的利益，会計的利益，資産概念，負債概念，測定属性，利益概念，暖簾

1．はじめに

　別稿において，経済的利益概念の生成に貢献：したのはFisher，　Lindah1およびHicksであり，その確立に

貢献したのはCa㎜ingおよびAlexanderであることを指摘した。また，一般的に主張されている事柄では

ないが，経済的利益概念が生成し確立する過程で，次のような2つの系譜が生まれたことを指摘した。

　●　Ir願ng　Fisher的経済理論一JB．Carming一経済的一元論（単一的評価）

　O　J．R．Hicks的経済理論一S，S．Nexander一一一一’経済的，会計的二元論（複合的評価）

　一つは，経済的一元論（「経済学による会計学の植民地化」［Mouck，1995，43頁］）を特徴とする

Fisher－Can血㎎的系譜であり，他の一つは，経済的，会計的二元論（「経済的観点と会計的観点の調整」

［Solomons，1961，377頁］）を特徴：とするHicks－Alexander的系譜である。本来的に，前者は，サービス・

ポテンシャル概念（経済的便益概念）や割引現在価値による単一的評価と結びつくのに対して，後者は，

剥奪価値概念や取替原価を中心に据えた複：合的評価と結びつく系譜である（拙稿，2004，36頁。図表1参照）。

　本稿の目的は，上記2つの系譜がその後どのように展開されていったのか，主に1960年代から1980年代

　　　　　　　　　　　　　　図表1　2つの系譜一概念的相違点

Fisher－Ca㎜ing的系譜

@一経済的一元論一

Hicks一躍exander的系譜一経済的，会計的二元論一

前　　　提 確実性 不確実性

資産概念 サービス・ポテンシャル概念
iキャッシュ・インフローに着眼）

剥奪価値概念
iキャッシュ・アウトフローに着眼）

評価基準 割引現在価値による単一的評価
i実務的にはサロゲイト＝代用が必要）

取替原価を中心に据えた複合的評価

i取替原価，正味実現可能価額，割引現在
ｿ値）

利益概念
i実現概念）

ストック志向的利益観
i経済的実現概念または実現概念の軽視）

ストック志向的，フロー志向的両利益観
i伝統的・会計的実現概念が保持）

暖　　　簾 貸借対照表に積極的に計上される

g簾の変化額は第一義的利益に含められる
暖簾の変化額は経済的利益には含められる
ｪ，会計的利益には含められない
i暖簾は経済的利益と会計的利益の橋渡し
��Sう）

（注）経済的利益＝会計的利益±時価評価差額一暖簾の変化額
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までの議論を中心に整理することにある。以下では，まず，Fisher　一　Carming的系譜の特徴がその後

AAA，　Staubus，　Sprouse　＝Moonkz，　Hevs並eなどに引き継がれていったことを確認し，次に，　H：icks・一

Alexaitder的系譜の特徴がその後，　WrightやBartonなどに引き継がれていったことを確認する。さらに，

これら2つの異質な系譜が，Solomonsによって接合（混同）されたことを確認する。そして最後に，“接合”

の帰結に関する筆者の認識を示したいと考える。

2．経済的一元論〈The　Surfegate　Vlew　・・代用関係説〉の展開

　まず，経済的一元論（the　surrogate　view＝代用関係説）を特徴とするFisher　一　Ca㎜mg的系譜がその

後どのように展開されていったのか整理する。以下，AAAの所説，　Staubusの所説Sprouse・　Moonitz

の所説，Revsineの所説の順にみていくことにする。

（1）AAA（1957，1964）の所説

　AAA（1957，1964）では，資産概念として，サービス・ポテンシャル（service－potentials）概念が用

いられている。つまり，AAA（1957）の「資産とは，特定の会計単位において，経営目的を達成する

ために用いられる経済的資源である。資産は，期待された経営活動に利用されるないしは役立つサー

ビス・ポテンシャルの総計である。」（細節）という定義が一貫して用いられている（AAA，1964a，694頁；

1964b，721頁参照）。

　また，AAAでは，資産概念と評価（測定）基準との関係がおおよそ次のように捉えられている。サー

ビス・ポテンシャルは，将来収入の現在割引価値にもとづいて測定されるべきである。ただ，将来収

入の現在割引価値は，必ずしも客観的で検証可能な証拠を備えているわけではない。また，かりにそ

うであったとしても，多くの資産が一体となって使用される場合に，そこから得られるであろうキャッ

シュフローの見積額を個々の資産に割り当てることは不可能に近い。そこで，（非貨幣項目については，）

カレント・コスト1）を用いて，サービス・ポテンシャルを実践的かつ近似的に測定しなければならな

い（AAA，1964a，694頁参照；1964b，7G2－703頁同旨）。

　なお，AAA（1957）では，「実現の本質的意味は，資産・負債の変動が，十分に確実で客観的である

ことである。」（■節）と述べられている。伝統的な実現概念では，要件として，①財・用役の提供，

②資金的裏付け（流動的な資産の受取り）および③市場取引の存在が要請されことから判断すると，

そこでは実現の要件が大幅に緩和されたことが確認される。このような実現概念は，一般に「拡大さ

れた実現概念」と呼ばれているが，その内容は後退にほかならない2）。

　以上，AAAの所説は，サービス・ポテンシャル，割引現在価値およびサロゲイトを特徴とするもの

であり，Fisher　一　Carmimg的系譜に属することが確認される（図表2参照）。

1）ただし，AAA（1957）では，「自由市場を前提とすれば，取得原価（取引価格）は，取得時点における将来のサービス・

ポテンシャルの評価額として満足しうるものである。」（班節）と述べられ，サービス・ポテンシャルの測定値または割

引現在価値の代用値としてカレント・コストではなく，原価が用いられていた。

2）実現概念に関しては，森田（1980，1990）を参照されたい。また，実現概念の拡大・収束過程に関しては，辻山（1991，

135－150頁）を参照されたい。
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図表2　AAA（1957，1964）の所説

資　　産　　概　　念 理想的評価基準 実務的評価基準（サロゲイト）

サービス’ポテンシャル→割引現在価値一k撫暴論i碧欝コスト源価

（注）AAA（1957）では、実現概念の後退現象がみられる。

（2）Staubus（1961，1971）の所説

　Staubus（1961）でも，「資産は，サービスの貯蔵庫と考えられる。」（29頁）と述べられ，サービス・

ポテンシャル概念がとられている。また，資産概念と測定基準の関係について，「測定基準の選択は，

最適な証拠の選択にほかならない。測定基準の適用には，測定項目の潜在用役（potentia1　seWtce）ま

たは負の潜在用役に関する特定の証拠の入手が含まれる。」（50頁）と述べられている。そして，「投資

家にとって第一義的に重要なのは，将来の現金収入の時期および金額に関する情報である。」（15，30

頁参照）と述べられ，このような観点から測定基準の優先順位が図表3のようにまとめられている。

　　　　　　　　　　　　　　　　図表3　測定基準の優先順位

測定基準 証拠の種類 資産の推戴時点 相対時期 優先順位

貨　　　　　幣 貨　　　　　　幣 一 ｝ 第1位

割引現在価値 将来の貨幣的契約 消滅時点 将　来 第2位

正味実現可能価額 市　場　相　場 消滅時点 現在 第3位

取　替　原　価 市　場　相　場 取得時点 現在 第4位

修　正　原　価 市　場　相　場 取得時点 過去 第5位

取　得　原　価 市　場　相　場 取得時点 過　去 第6位

］
！
＊

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊＊＊

　　（注）Staubus，1961，51頁所載の表に修正。西由（2002，125頁）参照。

　　　　＊　割引率として，当初実効利子率や市場利子率などが考えられているが，確定持分に市場利

　　　　　　子率を用いることは否定されている（35－36頁参照）。

　　　　＊＊　両者は，「取替原価二正味実現可能価額一正常利益」という関係にある（37頁参照）。

　　　　＊＊＊取得原価（支出額）は，将来の（サービスの）貯蔵に関する最小限の推定値である（39頁）。

　なお，Staubus（1971）では，「割引現在価値→正味実現可能価額→取替原価→取得原価」という　“サ

ロゲイトの連鎖”が次のような形で展開されている。「（販売予定資産の）正味実現可能価額は，割り

引かれないが，将来の正味キャッシュフローを示すので，割引現在価値の代用になりうる。…（棚卸

資産の）取替原価は，正味実現可能価額の代用である。均衡状態では，取替原価に保有コスト（資本

コスト）を加えたものが正味実現可能価額になるからである。…ただし，原材料のように将来の販売

に関係しないものは，正味実現可能価額ではなく，取替原価によらなければならない。…取得原価は，

価格変動額を認識しないが，取替原価の代用になりうる。」（54－62頁参照）

　以上，Staubusの所説も，サービス・ポテンシャル，割引現在価値およびサロゲイトを特徴とするも

のであり，Fisher－Cannin9的系譜に属することが確認される（図表4参照）。

一　120　一



経済的利益概念の展開　一1980年代までの議論を中心にして一

　　図表4　Stautw＄（1　961，197t）の所説

資　 産　概　 念　　　理想的評価基準　　　実務的評価基準（サロゲイト）
サービス・ポテンシャル→割引現在価値：一一・一・・一一一一一正味実現可能価額→取替原価→取得原価

（注）Staubus（1961）では、実現概念に関する言及はみられない。

（3）Sprouse　・Mo◎nitz（1962）の所観

　Sprouse＝Moonitz（1962）では，「資産は，期待される将来の経済的便益で，当該企業が現在または

過去の取引の結果として取得した権利である。」（8，20頁）と定義されている。この経済的便益概念は，

経済的資源（稀少性）に注目するものであり，先にみたサービス・ポテンシャル概念と軌を一にする

ものである（19頁参照）。

　また，資産概念と測定基準について，「資産測定の問題は，将来のサービス（ポテンシャル）の測

定の問題である。」・（23頁。括弧内一筆者）と述べられている。そして，具体的に次のように説明され

ている。「受取債権は，将来の現金収入の現在（割引）価値によって測定されるのが理想的である。…

棚卸資産は，一定の価格で容易に販売可能な場合には，正味実現可能価額によって測定されるべきで

ある。…ただし，販売価格や処分費用を正確に見積もれないこともあるので，その場合には取替原価

が用いられる。…有形固定資産も，取替原価によって測定される。有形固定資産は，受取債権や棚卸

資産とは異なり，潜在収益には関係しないので，正味実現可能価額を用いることはできない。」（24－33

頁参照）

　Sprouse＝Moonitzの所説に関して今一つ触れておきたいのは，利益概念（実現概念）についてである。
　　　　　　　　　リ　　　　ユ　　　　ロ　　　　む　　　　の　　　　り　　　　の　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　コ　　　　　　　　　　の　　　　　　　　　　　　　　　

この点，「利益は，当該企業の純資源（純資産）の増加関数である。したがって，利益を構成する諸要

素の測定（収益，費用，利得損失）は，資産・負債の測定に依存しなければならない。」（11頁参照。

傍点一筆者）と述べられている。また，「純利益は，物価水準および増資による資本の変動ならびに

所有主に対する分配を除く，所有主持分の増加額である。」（45頁。傍点一筆者）と定義されている。

　実現概念に関しては，「会計では，実現概念が広く使われており，利益を実現要素と未実現要素とに

峻別することが行われている。我々は，会計の専門用語として深く根付いているので，その用語をし

ばしば用いるが，実現概念を会計の基本的な特徴として受け入れることはできない。なぜならば，そ

の用語は分析に耐えうるものではないからである。我々の関心は，本質的な要素，つまり資産・負債

の変動およびそれに関連（付随）した利益への影響にある。」（15頁。傍点一筆者）と述べられている。

　以上より，Sprouse＝Moonitz（1962）では，資産概念として経済的便益概念（＝サービス・ポテンシャ

ル概念）がとられ，その測定値（または代用）として割引現在価値正味実現可能価額および取替原

価が提唱されていることが確認される。と同時に，利益がフローの観点からではなく，ストックの観

点から定義されて（ストック志向的利益観がとられて）いること，実現概念を軽視していることが確

認される。これらはすべて，図表1に示したFisher－Camng的系譜の特徴にほかならない。
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（4）Revsine（1973）の所説

　最後に，Revs血e（1973）の所説について説明する。そこでは，経済的利益（割引現在価値に基づく利益）

と経営利益（取替原価に基づく利益）とのいわば橋渡し的な理論が以下のように展開されている（以下，

96－100頁参照。あわせてScapens，1977，108－110頁参照）。

　まず，キャッシュフローはすべて各年度末に発生すると仮定すれば，第i年度の経済的利益（Ye）iは次

のように表される。

　　　　（Ye）且＝Vi＋1一　Vi　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　…　（a）

　　　　ただし，Vi：第i年度初の時点で期待される価値

　　　　　　　　Vi。1：第i＋1年度初の時点で期待される価値

　また，ViおよびVi．1は，それぞれ次のように表される。

　　　　暗1鴇＋L　　　　…㈲
　　　　ただし，Fj（i）：第i年度初の時点で期待される第j年度のキャッシュフロー

　　　　　　　　r：市場利子率

　　　　　　　　n：最終年度

　　　　　　　　Li：第年度初の時点で存在する当座資産（の純額）

　　　　號翫E（i）十△Fj（i＋1（1＋rゾ）＋L，（1＋r）＋R，　　…（c＞

　　　　ただし，△Fj（i＋1＞1将来キャッシュフローの見積誤差

　　　　　　　Ri：第i年度の実現キャッシュフロー

　（b）式と（c）式を，（a）式に代入して整理すれば，次のようになる。

（Ye職（塒一£
j＝＝i　（1　十r）

E，11III］1．，一（　一一，．i）．．＋L，，＋R，　＋　sl｝　optj（i＋1．）

　　j＋1『i　　　　　　　　　　　　　j＝i＋1　（1十r＞」一i （d）

α（分配可能営業フロー、期待利益） β（予測せざる利得）

　Revs血eは，長期的な自己資本投資家は将来の配当およびその最大の決定要因である「正味営業フ

ロー」に主たる関心をもっていると考えた。しかし，企業は将来の物的水準を維持しなければならな

いので，正味営業フロー全額を配当することはできない。そこで，長期的な自己資本投資家は正味営

業フローのうち将来の物的水準を維持してなおも配当可能な額，すなわち「分配可能営業フロー」に

主たる関心をもっていると仮定した（47，97頁参照〉。これが，（d）式のαの意味である。

　また，分配可能営業フロー（Df，前記Ctの部分）は，期首時点で期待される価値に市場利子率を乗じて，

次のように計算することもできる。

　　　　Df　：Vi　x　r　…　（1）
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　他方，実際の営業収益率（ra）は，次のように計算される。

　　　　ra　＝　Ci　／Pi　‘”　（2）
　　　　ただし，Ct：当期操業利益（売上高一取替原価＞

　　　　　　　　　Pil時価合計額

　完全競争下では，r、＝r，　Vi・，．，　Pi（割引現在価値＝時価）であるので，これらを（2）式に代入して整

理すると，次のようになる。

　　　　ci　＝＝vi　×r　…　（3）
　（1＞式，（3）式より，Ci＝・Df（当期操業利益・分配可能営業フロー）となることが確認される。また，

完全競争下では，市場の期待（取替原価）と企業の期待（割引現在価値）が一致するので，取替原価

と将来キャッシュフローの差異は瞬時に調整される。したがって，実現可能原価節約（取替原価変動額）

とβ（予測せざる利得）は完全に一致することになる。

　以上より，Revsineの言う通り，「完全競争下では，経営利益概念における当期操業利益は，経済的

利益概念の分配可能営業フローに等しい。…また，経営利益概念における実現可能原価節約は，経済

的利益概念の予測せざる利得に等しい。」（99－100頁）ことが確認される。ただし，このような代用関係は，

確実性を前提としない限り成立し得ないことには注意を要する3）。

　　　　　　　　　　　　　　　　図表5　Revsine（1973）の所説

経済的利益　＝　予測された所得（分配可能営業フロー）　＋　予測せざる利得（キャッシュフローの見積誤差）

1 ， ，

経営利益＝当期操業利益（売上高一取替原価）＋実現可能原価節約（取替原価変動額）

（注）矢印はサロゲイト（代用）関係を示す。

　以上（1＞から（4）でみてきた経済的利益（割引現在価値に基づく利益）に関しては，次のような

根本的な問題点が指摘されている。第一に当該企業全体から生成されるキャッシュフローの即題を

見積もらなければならないこと（「全体評価」の問題〉。第二に，すべてのキャッシュフローの流列を

個別資産（それには暖簾，ブランド，経営者の能力，人的経営資源も含まれる）に割り当てなければ

ならないこと（「暖簾計上」の問題〉。第三に，キャッシュフローは生産諸要素を結合してはじめて生

み出されること（「結合＝ジョイント」の問題）4）。

3）不完全競争下では，取替原価の変動と割引現在価値の変動は，必ずしも同一方向に動くとはいえない。この点，田中

　（1989）では次のように述べられている。「或る産業が正常以上の収益を稼得している場合には当産業への新しい侵入者

　を招くことになるが，その結果その生産財の市場価格は上昇するであろう。しかし，そのために生ずる製品供給の増加

は，従来からの生産者の収益を減少させるであろう。すなわち，生産財の上昇により実現可能保有利得が生ずるけれど

　も，将来の期待現金収入は減少することになろう。したがって，このような場合には，実現可能保有利得を将来の現金

収入を予測するための先行指標と見ることはかえって危険といわなければならない。」（62・・一　63頁）なお，同様の指摘は，

Dickens＝Blackbu：m（1964，315－317頁）でもみられる。

4）以上，Penman（1970，339　一　340頁）参照。　Lem］〈e（1966，33－3碩）では，企業全体の害捌現在価値と棚瞭産の割

引現在価値との違いは，暖簾の計上および結合の問題を排除できるか否かという点にあること，また個別資産の割引現

在価値とその代用（妥協）としての取替原価または正味実現可能価額との違いは，客観性の程度にあることが指摘され

ている。なお，同様の指摘は，Corbin（1962，627　一　630頁）にもみられる。
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3．経済的，会計的二元論〈The　Cenciiiati◎n　Vlew：：調整関係説〉の展開

　次に，経済的，会計的二元論（the　conciliation・View・＝調整関係説）を特徴とするHicks－Alexa磁er

的系譜がその後どのように展開されていったのか整理する。最初に，Can㎜ingの所説と対比させながら

Wright　o所説をとりあげ，その後で，典型的な二元論を展開したBartonの所説をとりあげる。

（2）Wright（1964－1971）の所説

　Ca㎜ingの著書（1929）を一瞥すると，理論的側面（経済的観点）と実務的側面（会計的観点）が複

眼的に考察されており，2つの観点が対等に扱われているようにみえるが，理想論（原則論）部分だけ

抽出すると，Ca㎜ingの主張する利益概念資産概念および評価基準はいずれも図表6に示すように経

済的観点から一元的に捉えられていることが確認される（詳細は，拙稿2004，・27頁参照）。

　　　　　　　　　　　　　　図表6　Canning（1929）の所説

利益概念　 資　産　概　念　 理想的評価基準　　実務的評価基準（サロゲイト）

藤講一サ輪編ヤル慌罵轟讐漫雨：灘麗筆の代用値

　Whittington（1983，122－123頁）では，　Can血gの複眼的部分に目が注がれているのであろうが，

Canr珪㎎説とWright説の関係について次のように述べられている。すなわち，「Ca㎜血gは，機会の違い

（opportunity（lifferences）という観点から，固定資産評価にあたり所有主にとっての価値のような基準

を考えていた。Ca㎜：㎞gの業績は，　Wrightに影響を与えた。　Wrightは，減価償却，棚卸資産評価および

財務会計一般に機会価値（opportunity　value）概念を適用した。」（131頁参照）と5＞。

　ところが，Wrightのいう機会価値は，資産（のサービス）を所有していなかったら発生していたで

あろう原価損失あるいは犠牲であり，所有することによって回避しうる最小のコストによって評価

される。この機会価値は，（Ca㎜ing説の基底にあったと思われる）他の代替案から得られるであろう

最大の利益干すなわち機会原価（opportunity　cost）とは正反対の概念である（Wright，1964，82頁参照）。

別言すれば，機会価値はキャッシュ・アウトフローに基づくのに対して，機会原価はキャッシュ・イ

ンフローに基づくものであり，両者のキャッシュフローの向きは正反対であると考えられる6＞。

　そうであればサービス・ポテンシャル概念や割引現在価値による単一的評価（＝機会原価概念〉

を旨とするcmmgの所説と，「所有主にとっての価値」概念や複合的評価（＝機会価値概念〉を旨と

するwrightの所説を同一の系譜に属するものと捉えることはできないはずである。いずれも結果的と

して，固定資産や棚卸資産が取替原価または正味実現可能価額で評価されるが，その意味はまったく

5）Whittmgton（1983）では，　CantUngthとW聴ht説は基本的に同系に属すると捉えられているが，そこではCa㎜ing説が

Fisher的系譜に属する可能性についても言及されている。他方，　AAA（1977，6－7回目やM◎uck（1995，59－61頁）では，後者の

捉え脱すなわちCan血g説はFisher的系譜に属するという捉え方しか示されていない。本稿も，このような捉え方をし

ている。

6）BromWich（1977）では，割引現在価値概念と剥奪価値概念および機会原価概念と機会価値概念の異質性について言及

　されている。
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異なることに留意しなければならない。C翻㎜魂の所説にあっては，割引現在価値の代用としてそれら

が用いられるが，WPtghtの所説にあっては，取替原価が中心的な評価基準であって，割引現在価値（お

よび正味実現可能価額）は例外的に用いられるのにすぎない7）。

　結局，CaXttngはアウトプット・プライス（出離価値）系統の会計を志向しているのに対して，

Wrightはインプット・プライス（入ロ価値）系統の会計を志向している点で，両者は大きく相違する

ことが確認される。このような違いは，暖簾の扱いなどにも具現されている。つまり，Carmgは（自

己創設）暖簾の計上に積極的であるが（Cammg，1929，188，192頁；拙稿20◎4，30－31頁参照），

Whghtは伝統的な会計実務との整合性を重視し，その計上には消極的である。加えて，取替原価を中

心にした会計においては，資産・負債が個別評価されるので，そのような会計を志向すれば前節

で触れた「全体評価」および「結合」の問題を回避しうることが強調されている（以上，Wright，

1964，90頁参照。あわせてPe㎜，1970，343－344頁参照）。

（2）BartOR（i　g74）の所説

　Barton（1974）では，次のように論が展開されている。一般に，投資家（所有者）は，将来に目を

向けているので，事前的な経済的利益（割引現在価値に基づく利益）に関心があると考えられてきた。

ただし，経済的利益は主観的であり，測定も困難な場合が多いので，割引現在価値の代用として取替

原価などを用いればよいと主張されてきた（664一一665頁参照）。

　企業は，将来利益の割引現在価値主観利益，事前利益あるいは主観暖簾の最大化を目標とするので，

経済的利益自体はたしかに重要である。しかし，そのことと，割引現在価値の代用として取替原価を

用いることは別次元の問題である（671頁参照）8）。

　会計的利益と経済的利益はいずれも重要であるが，両者は代用関係ではなく，次式のように調整関

係として捉えられなければならない（672頁参照）。

（会計的利益［実現利益］）・（有形固離翻閣変化額）一（有形固1轄醐実現額）嚥変化額一繍的利益（4）

タンジブル・インカム

　ここで，会計的利益は，事後的な概念であり，実際に生起した市場取引や事象に基づいて現時点ま

での業績を測定したものである。一方，経済的利益は，事前的な概念であり，いまだ生起していない

取引に基づいて将来の期待を評価したものである9）。また，暖簾は，会計的利益には含まれないが，経

済的利益には含まれ，両利益はこの点でも大きく相違する（672頁参照）。

7）かつて，（一元論者である）Chambersと（二元論者である）Whghtの問で論争があった。　W㎏ht（1971，59頁）では，

Chambersは誤解しているようであるが，（W㎏ht）自身は割引現在価値を中心的な評価基準と考えていないこと，所有主

にとっての価値と割引現在価値は異なる概念であることが示されている。

8）この点をめぐって，←元論者である）Revsineと（二元論者である）Bartonの間で論争が繰り広げられた。詳細は，

Revs㎞e（1976）およびBarton（1976）を参照されたい。

9）その他，経済的利益の特徴として，全期間のキャッシュフW一に依存すること，知覚や期待に大きく依回しているので，

不安定な数値を生み出すことが指摘されている（Bart◎n，1974，672　一　673頁参照）。
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　このような説明は，かつてAlexander（＝SolomGns）1。）が展開した経済的，会計的二元論とその本質

において変わるところはない。重要なことは，AiexaRder（＝So｝orrlons）やBartonに代表される調整関

係説では，実現と未実現の区別が保持されること（伝統的実現概念が保持されること），原価評価一実

現主義に基づく会計的利益，時価評価一発生主義に基づくタンジブル・インカム［（4）式の左辺第一項，

第二項の合計額コ，および割引現在価値に基づく経済的利益が段階的に調整されることである。加えて，

暖簾が会計的利益と経済的利益の橋渡し役として位置づけられることである（詳細は，拙稿2◎04，

31－34頁参照）。

　以上，Bartonの所説は，経済的（事前的，プランニング），会計的（事後的，：コントロール）こ元論

を特徴とするものであり（680－681頁参照），Aiexander（＝Solomons）の所説に沿ってそれを発展させ

たものであることが確認される（図表7参照）。

　　　　　　　　　　　　　　　図表7　Barton（1974）の二元論

2．計画：

　代替案の調査

3．計画：

　代替案の評価 4，計画＝

　代替案の選択

1．計画＝

　目的

将

現在価値会計

来

予算

5。計画：

　計画の調整

現在および過去一事後的会計

8．外部報告：投資

　三等への報告

7．評価：業績および

　財政状態の評価

6．管理＝

　箋行

4．一元論と二元論の接合（混同）現象

　以上の検討から明らかなように，もともと経済的一元論と，経済的，会計的二元論は異質な系譜であっ

た。このことはとくに強調しておきたい。しかし，両系譜を混同しているようにも，接合したように

もみえる所説があり，このような漠然とした捉え方が今日の通説をなしていると思われる。ここでは，

そのような基礎1を築いた所説としてSolomons（1961－1989）をとりあげ，また適用例としてSFAS第33号

（FASB，1979）をとりあげる。本稿でも幾度となく触れてきたが，もともとSolomonsの所説はもとも

とHicks　一　Alexander的流れを忠実に汲むものであったが，いつしかFisher　一　Cam　ng的系譜の特徴もあ

わせもつようになる。以下では，そのような接合（混同）現象についてみていぎだい。

（1）Solomons（1961－1989）の所説

Solomons（1989）では，「資産は，特定の企業が支配している資源または権利であり，将来の経済的

lO＞Ale盟nder（1950）は，その後，　Solomonsによって改訂された。改訂版は，　BaxterとDaVidsonによって編集されたStzUt一

¢θ3伽盆ooo％窺¢惣1銑θoγ〃（Sweet＆Maxwell，1962）およびStuCites　in．Accounting（The　InstituSe　of　Chertered　Aceoun－

ta鉱s熱E㎎｝鋤d　and陶es，1977）に収められている。
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便益が期待されるものである。」（2G頁）と定義されている。同時に，企業にとっての価値概念がとられ，

r資産の剥奪価値は，資産が剥奪された場合に被るであろう損失である。これは，カレント・コストと

回収可能価額（現在価値と正味実現可能価額のうち高い方）のいずれか低い方で測定される。」（52頁）

と述べられている。つまり，サービス・ポテンシャル概念（経済的便益概念）と剥奪価値概念が同時

にとられ，2つの異質の概念が（ともかく）接合されていることが確認される。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の　　　の　　　む　　の　　　　の　　　む　　　　
　また，「通常の営業資産であれば（B◎nbrightのいう資産力遅引奪された場合に被る）損失は，期待さ

　　　　の　　　む　　　の　　　り　　　の　　　　　　　の　　　む　　　　　　　む　　　　　　　の　　　の　　　　　　　り　　　り　　　む

れる純収入の割引現在価値に等しくなる。…しかし，そのような評価額は主観的なので（また個別資

産ごとに純収入を識別することはできないので），会計人は受け入れることはできない。そこで，正味

実現可能価額を下限として用い，取替原価を上限として用いれば，幸いにして割引現在価値に近似さ

せることができる。」（1971，111頁。あわせて1966，123頁参照。傍点一筆者〉と述べられている。こ

こでも，2つの異質の概念すなわちキャッシュ・インフローに基づく割引現在価値と本来的にキャッ

シュ・アウトフローに基づく剥奪価値概念が（かなり強引に）接合されていることが確認される11）。

　さらに，利益概念については，「①収益・費用の定義は，資産または貸借対照表項目の変化に依存せ

ざるを得ない。②利益は富（の創造）であり，貸借対照表の所有主持分として示される。③収益・費

用中心観は，貸借対照表の忠実性および有用性に関して問題である。」（1989，17－18頁）と述べられて

いる。また，「資産・負債中心観に基づく利益は変動的であり，持続可能な利益を示さないと批判され

ることがあるが，ボラティリティはありのままの姿であり，そうでないふりをさせるのは会計の役割

ではない。“持続可能な利益”は会計の概念ではない。会計が提供する情報に基づいて持続可能な利益

を予想するのは，財務アナリストの役割である。」（1989，18頁）と述べられている。ここでは，収益

費用中心観に基づく利益（フロー志向的利益観）が否定的に捉えられ，もっぱら資産・負債中心観に

基づく利益（ストック志向的利益観）が提唱されていることが確認される。

　翻って，もともとAlexander（＝Solomons）の所説は，前節の（4）式に示したように，実現と未実現

の区別，会計的利益，タンジブル・インカム（時価に基づく利益）および経済的利益の区別を重視す

るものであった（1961，376頁；1966，120頁同旨）。Solomonsの所説が会計的利益を軽視するものでな

いことは次のような指摘からも確認できる。「（会計的）利益は，行動の指針としては欠陥があるが，

経済的行動を決定する際の重要な役割を今後も長きにわたり担うであろう。…投資家や財務アナリス

トは，（会計的）利益をなかんずく重要なものと考えている。それゆえ，会計基準設定者は，利益数値

を可能な限り有用なものにする責任を放棄することはできない。」（1986，134頁。括弧内一筆者）

　このようにSolomonsの所説は2つの系譜の特徴をあわせもつが，このことは暖簾の扱いについても

確認できる。つまり，「（非買入）暖簾も，資産の定義に合致する。…しかし，市場が不完全な場合に

は，信頼性をもって測定することはできない。それゆえ，非買入暖簾は現行の実務に従って認識すべ

きではない。」（1989，68－69頁参照。括弧内一筆者）と述べられている。また，「利益を富の変化額と定

義する以上，…無形資産価値（暖簾）の変化額も利益に含めなければならない。しかし，そのような

11）かなり強引な接合であると考えられるのは，r損失：割引現在価値」という等式を前提として論が展開されているから

　である。
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変化額を信頼性をもって測定することはできない。そこで，有形資産価値の変化額から負債の変化額
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ゆ　　　　ゆ　　　　む　　　　の　　　　　　　　　　　　　　の　　　　お　　　　の　　　　り　　　　の　　　　　　　　　の

を差し引いた（無形資産価値の変化額を控除した）利益額で間に合わせなければならない。」（1989，

54頁参照。傍点一筆者）と述べられている。ここで，（非買入）暖簾を積極的に計上しようとする点は

Fisher－C翻㎎的系譜の特徴の表れであり，それを何らかの形で調整しよう（間に合わせよう）とす

る点はHicks・一・Alexander的系譜の特徴の表れである。

　かくして，Solomonsの所説は，2つの異質な系譜の特徴をあわせもっことが確認される（図表8参照）。

　　　　　　　　　　　　　　図表8　Sd◎rn◎ns（1961一咽989）の所説

　　Fisher－Ca㎜i㎎的系譜

o済的一元論〈the　sl皿09ate　view＞

　　　　艶cks－Alexander的系譜

o済的，会計的二元論〈the　conc血ation　view＞

資産概念 ・「サービス・ポテンシャル」概念（1989，20－21頁） ・「企業にとっての価値」概念（1989，52－54頁）

評価基準
・「企業にとっての価値」概念→　「割引現在価値」が基本的評価基準→　「取替原価（上限），正味実現可

@能価額（下限）」はその代用（1966，123頁；1971，111－113頁）

利益概念
・ストック志向的利益観（1989，！7－18頁）

Eボラティリティの反映（1989，18頁）

・ストック志向的，フロー志向的両利益観＊

E会計的利益の重要性（！986，134頁）

実現概念 ・実現概念に関する言及なし（1989全般）
・実現・未実現の区別の重要性（1961，376頁）

E実現概念の重要生（1966，120頁）

暖　　簾 資産の定義に合致する（1989，68－69頁） ・調整項目にすぎない（1989，54頁）

＊ストック志向的，フロー志向的弓利益観は，Alexander（1950）の特徴である（拙稿2004，31－34：頁参照）。

（2）SFAS第33号（FASB，1979）

　SFAS第33号（EASB，1979）でも同様に接合（混同）現象がみられる。そこでは，資産概念として，

基本的にサービス・ポテンシャル概念がとられている（58項参照）。同時に，棚卸資産および固定資産

は，カレント・コストと回収可能価額のうちの低い方，すなわち企業にとっての価値（剥奪価値）によっ

て測定される（51－52項参照）。ここでも，サービス・ポテンシャル概念と企業にとっての価値（剥奪価値〉

概念が同時にとられ，2つの異質の概念が（あたかも当然かのように〉接合されていることが確認される。

　SFAS第33号では，資産概念と評価基準が一見別個に規定されているようにみえるが，接合されて
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　り　　　　　　　　　の　　　　　　　　　ロ　　　　　　　　　　　　　　の　　　　　　　　　　　　　　コ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

いるようにもみえる。たとえば，「有形固定資産は，測定日において残存するサービス・ポテンシャル

のカレント・コストと回収可能価額のうちの低い方（企業にとっての価値）によって測定する」（51b

項参照。傍点一筆者），「資産を企業にとっての価値で測定することは，将来キャッシュフローの正味

現在価値を部分的に認識することである。」（120項参照），「資産を企業にとっての価値で測定すること

は，将来キャッシュフローの正味現在価値の代用方法とみなされる。」（133－134項参照）と述べられて

いる。こうした表現には「サービス・ポテンシャル概念一将来キャッシュフローの割引現在価値一企

業にとっての価値」のリンケージがみてとれ，資産概念と評価基準が別々に規定されたというより，

むしろ両者が接合されたとみる方が自然なように思われる。

　繰、り返しになるが，SEAS第33号では，サービス・ポテンシャル（あるいは割引現在価値）の代用と

してカレント・コストおよび正味実現可能価額が用いられており，本稿でいう代用関係説がとられて

いることが確認される。その一方で，「企業にとっての価値概念の論拠は，資産測定は企業の状況に依

存すべきであることにある。」（99h項）と述べられている。これは，複合的評価（異種混合評価）を前
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提としたものであり12），本稿でいう調整関係説がとられていることにほかならない。

　このような（漠然とした）接合現象こそが，今日的な現在価値観の特徴をなしているのではないか

と思われる。

5．結びに代えて

　以上，本稿では，代用関係説，調整関係説接合（混同）現象の順に整理してきたが，これらの整

理を通じて，次の事柄が確認されたのではないかと思われる。

　第一に，Fisher－Ca㎜mirtg的系譜（経済的一元論）は，その後AAA，　Staubus，　Sprouse＝Moonitz，

Revsineなどに引き継がれ，展開されていったことである。これらは，「経済的資産概念（＝サービス・

ポテンシャル概念）一経済的評価基準（：割引現在価値）一経済的利益概念（＝ストック志向的利益

観〉」といった経済的リンケージを特徴とする。ただし，実務的には測定上の問題に加え，全体評価

暖簾計上および結合（ジョイント）の問題が生じるために，それを回避するためのサロゲイト（代用〉

が求められる。以上が，The　S㎜・ogate　View（代用関係説）の内容であった。

　第二に，Hicks－Alexander的系譜（経済的，会計的二元論）は，その後，やや形は異なるが，　Wright

やBartonなどに引き継がれ，展開されていったことである。これらは，代用関係説のように理想的な

経済的概念を現実的な会計的概念（企業にとっての価値概念）に代用させようとするのではなく，両

概念をもとより異質のものと考える点に特徴がある。実際両概念は，キャッシュフローの向き，ストッ

クとフローの重き，実現概念の要否および（自己創設）暖簾計上の可否について正反対の立場がとら

れていた。両概念の異質性を認識したうえで，両概念の調整を図ろうとするのが，The　Concihation

V1ew（調整関係説）の内容であった13）。

　第三に，Solomonsの所説は，もともとHicks　一　Nexander的流れを忠実に汲むものであったが，まっ

たく異質なFisher－Car血㎎的系譜をそれに接合したことである。端的に言えば，サービス・ポテンシャ

ル（将来の経済的便益）概念と企業にとっての価値概念との接合を試みたことである。当初，このよ

うな試みに対して必ずしも合意が得られなかったことは，極論すれば混同とみられていたことは，

たとえば，「（一元論者である）Chambersは誤解しているようであるが，所有主にとっての価値と割引

現在価値は異なる概念である。」（Wright，1971，59頁参照。あわせてBromwich，1977参照）といった

指摘などからも窺える。

　以上の事柄を整理すると，次の図表9のようになる。

　最後に次の事柄を指摘し，本稿を括りたい。いつしか，2つの系譜を区別することなく漠然と捉える

のが通説をなすようになった。本稿では1980年代までの議論を中心にみてきたが，1990年代以降本

12）企業にとっての価値（剥奪価値）概念は，入口価値と出口価値の混在にその特徴がある（Parker＝Harcourt，1969，17

頁参照）。この概念は，将来純収入の現在価値のような単一の価値概念とは異なり，入ロ価値と出口価値との異種混合に

特徴がある（Scapens，1977，57頁参照）。

13）調整の仕方は論者によってまちまちである。本稿では，AlexanderおよびBartonの調整の仕方を示したが，その他，伝

統的な実現概念を維持する一方で，認識領域の拡大を図るHor㎎ren流の調整の仕方もある（詳細は，　Horngren，　1965参照）。

　なお，二元論のもとでは，利益が複数存在するので，とくに利害調整の観点から，複数の利益を如何に解するのかといっ

　た問題が生じうる。
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